定款中の変更しようとする箇所を記載した書面
（定款変更条文新旧対照表）

	
	         変 更 後 の 新 条 文
	         変 更 前 の 旧 条 文
	

	
	（公告の方法）
	（公告の方法）
	

	
	第５条　本組合の公告は、本組合の掲示場に掲示してする。
	第5条 本組合の公告は、本組合の掲示場に掲示してする。ただし、解散に伴う債権者に対する公告は、官報に掲示してする。

	

	
	（事　　業）
	（事　　業）
	

	
	第6条 本組合は、第１条の目的を達成するために、次の事業を行う。

（1） 組合員の取り扱う美容用品及び営業用消耗品の共同購買

（２）組合員のためにする有料老人施設、福祉施設、在宅介護等の訪問美容施術の共同受注
　（３）組合員のためにする共同宣伝
　（４）組合員のためにする保険の事務代行

　（５）組合員に対する事業資金の貸付け（手形の割引を含む。）及び組合員のためにするその借り入れ
　（６）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供
　（７）労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４条の規定による労働保険事務組合としての事務
（８）組合員の福利厚生に関する事業
　（９）前各号の事業に附帯する事業

	第7条 本組合は、第１条の目的を達成するために、次の事業を行う。

（1） 組合員の取り扱う美容用品及び営業用消耗品の共同購買

（２）組合員のためにする共同宣伝
（３）組合員のためにする保険の事務代行

　（４）組合員に対する事業資金の貸付け（手形の割引を含む。）及び組合員のためにするその借り入れ
　（５）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供
　（６）組合員の福利厚生に関する事業
　（７）前各号の事業に附帯する事業
　

	

	
	（届　　出）
	（届　　出）
	

	
	第１８条　組合員は、次の各号の一に該当するときは、７日以内に本組合に届け出なければならない。
　（１）氏名及び名称（法人たる組合員にあっては、名称及びその代表者名）又は事業を行う場所を変更したとき。
　（２）事業の全部又は一部を休止し、若しくは廃止したとき。
　（３）資本の額又は出資の総額が五千万円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が百人を超えたとき。

	第１８条　組合員は、次の各号の一に該当するときは、７日以内に本組合に届出をしなければならない。
　（１）氏名及び名称（法人たる組合員にあっては、名称及びその代表者名）又は事業を行う場所を変更したとき。
　（２）事業の全部又は一部を休止し、若しくは廃止したとき。
　（３）資本の額又は出資の総額が１千万円をこえ、かつ、常時使用する従業員の数が５０人をこえたとき。

	

	
	（役員の定数）
	（役員の定数）
	

	
	第２４条　役員の定数は、次のとおりとする。
　（１）理　事　６人以上７人以内
　（２）監　事　１人以上２人以内


	第２４条　役員の定数は、次のとおりとする。
　（１）理　事　７人以上８人以内
　（２）監　事　１人以上２人以内


	

	
	（役員の任期）
	（役員の任期）
	

	
	第２５条　理事及び監事の任期は、２年又は任期中の第２回目の通常総会の終結時までのいずれか短い期間とする。ただし、就任後第２回目の通常総会が２年を過ぎて開催される場合にはその総会の終結時まで任期を伸長する。
２　補欠（定数の増加に伴う場合の補充を含む。）のため選出された役員の任期は、現任者の残任期間とする。
３　理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに選出された役員の任期は、第１項に規定する任期とする。
４　任期の満了又は辞任によって退任した役員は、その退任により、前条に定めた理事又は監事の定数の下限の員数を欠くこととなった場合には、新たに選出された役員が就任するまでなお役員としての職務を行う。

	第２５条　理事及び監事の任期は、３年又は就任後において開催される第３回目の通常総会の終結時までのいずれか短い期間とする。
２　補欠（定数の増加に伴う場合の補充を含む。）のため選出された役員の任期は、第１項に規定する任期とする。
３　理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに選出された役員の任期は、第１項に規定する任期とする。
４　任期の満了又は辞任によって退任した役員は、その退任により、前条に定めた理事又は監事の定数の下限の員数を欠くこととなった場合には、新たに選出された役員が就任するまでなお役員としての職務を行う。

	

	
	（員外役員）
	（役員の要件）
	

	
	第２６条　役員のうち、組合員又は組合員たる法人の役員でない者は、理事については２人、監事については２人を超えることができない。

	第２６条　本組合の役員は、組合員又は組合員たる法人の役員でなければならない。

	

	
	（法定利益準備金）
	（法定利益準備金）
	

	
	第５２条　本組合は、出資総額に相当する金額に達するまでは、毎事業年度の利益剰余金（毎事業年度末決算において総益金から総損金を控除した金額とする。ただし、前期繰越損失がある場合には、これをてん補した後の金額。以下、第54条、第55条及び第56条において同じ。）の10分の１以上を法定利益準備金として積み立てるものとする。
２　前項の準備金は、損失のてん補に充てる場合を除いては、取り崩さない｡

	第５２条　本組合は、出資総額に相当する金額に達するまでは、毎事業年度の利益剰余金（ただし、前期繰越損失がある場合には、これをてん補した後の金額。以下、第53条、第54条において同じ。）の10分の１以上を法定利益準備金として積み立てるものとする。
２　前項の準備金は、損失のてん補にあてる場合を除いては、取り崩さない｡

	

	
	（特別積立金）
	（特別積立金）
	

	
	第５４条　本組合は、毎事業年度の利益剰余金の10分の１以上を特別積立金として積み立てるものとする｡
２　前項の積立金は、損失のてん補に充てるものとする。ただし、出資総額に相当する金額を超える部分については、損失がない場合に限り、総会の議決により損失のてん補以外の支出に充てることができる。

	第５４条　本組合は、毎事業年度の利益剰余金の10分の１以上を特別積立金として積み立てるものとする｡
２　前項の積立金は、損失のてん補にあてるものとする。ただし、出資総額に相当する金額をこえる部分については、損失がない場合に限り、総会の議決により損失のてん補以外の支出にあてることができる。

	

	
	（教育情報費用繰越金）
	（教育情報費用繰越金
	

	
	第５５条　本組合は、第７条第６号の事業（教育情報事業）の費用に充てるため、毎事業年度の利益剰余金の20分の１以上を翌事業年度に繰り越すものとする。

	第５５条　本組合は、第７条第５号の事業の費用にあてるため、毎事業年度の利益剰余金の20分の１以上を翌事業年度に繰りこすものとする。

	

	
	（配当又は繰越し）
	（配当又は繰越し）
	

	
	第５６条　毎事業年度の利益剰余金に前期の繰越利益を加算した金額から、第52条の規定による法定利益準備金、第54条の規定による特別積立金及び前条の規定による教育情報費用繰越金を控除してなお剰余があるときは、総会の議決によりこれを組合員に配当し、又は翌事業年度に繰り越すものとする｡

	第５６条　毎事業年度の利益剰余金(毎事業年度末決算において総益金から総損金を控除した金額)に前期の繰越利益又は繰越損失を加減したものから、第52条の規定による法定利益準備金、第54条の規定による特別積立金及び前条の規定による教育情報費用繰越金を控除してなお剰余があるときは、総会の議決によりこれを組合員に配当し、又は翌事業年度に繰り越すものとする｡

	

	
	（配当の方法）
	（配当の方法）
	

	
	第５７条　前条の配当は、総会の議決を経て、事業年度末における組合員の出資額、若しくは組合員がその事業年度において組合の事業を利用した分量に応じてし、又は事業年度末における組合員の出資額及び組合員がその事業年度において組合の事業を利用した分量に応じてするものとする。
２　事業年度末における組合員の出資額に応じてする配当は、年10パーセントを超えないものとする。
３　配当金の計算については、第23条第２項（持分）の規定を準用する｡ 

	第５７条　前条の配当は、総会の議決を経て、次の各号のいずれかにより行うものとする。
（1） 事業年度末における組合員の出資額に応じてする配当

（2） 組合員がその事業年度において組合の事業を利用した分量に応じてする配当
（3） 前２号を併用した配当
２　前項第１号又は第３号の出資額に応じてする配当は、年10パーセントをこえないものとする。
３　配当金の計算については、第23条第２項（持分）の規定を準用する｡ 

	

	
	（損金の処理）
	（損金の処理）
	

	
	第５８条　損失金のてん補は、特別積立金、法定利益準備金、資本準備金の順序に従ってするものとする。


	第５８条　損失金のてん補は、特別積立金、法定利益準備金、資本準備金の順序にしたがってするものとする。


	

	
	（削　除）
	（職員退職給与の引当）
	

	
	
	第５９条　本組合は、職員の退職給与に当てるため、事業年度ごとに、職員退職給与規程に基づき職員の給与総額の２０分の１以上を、次の各号のいずれかの方法により計上し、又は払込むものとする。

（1） 退職給与引当金による方法

（2） 退職金共済契約による方法
（3） 前２号併用による方法


	

	
	
	
	

	
	
	
	


 この定款変更は平成１８年５月２３日開催された第１１回通常総会において議決したものであります。                                
    　　　平成１８年　５月２３日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四谷美容協同組合
            　　　　　　　代表理事　　　飯島英二
